
※括弧内は令和2年度の予算額等

訓練規模

約１，０１８億円
（約１，３３３億円）

約３６．４万人
（約３６．３万人）

－
　　　１６．９万人
（１６．８万人）

施設内訓練
約６３５億円

（約６５７億円）
約３．４万人

（約３．３万人）

委託訓練
約３８４億円

（約６７６億円）
約１３．５万人

（約１３．５万人）

（※２）
約１７．４万人

（約１７．４万人）

（※２）
約２．１万人

（約２．１万人）
約０．７万人

（約０．７万人）

離職者訓練
約０．６万人

（約０．６万人）

施設内訓練
約４２億円

（約４２億円）
約０．２万人

（約０．２万人）

学卒者訓練

障害者訓練
約５６億円

（約５８億円）
約５６億円

（約５８億円）

在職者訓練　（※１）

令和３年度ハロートレーニング（公的職業訓練）に係る予算案について

予算額

公共職業訓練

離職者訓練
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委託訓練
約１４億円

（約１６億円）
約０．４万人

（約０．４万人）

在職者訓練
約０．１万人

（約０．１万人）

施設内訓練 （※３）
約０．１万人

（約０．１万人）

委託訓練 （※３）
約０．０２万人

（約０．０２万人）

約１１５億円
（約１１４（当初62＋補正52）億

円）

求職者支援制度全体　約252億円
　　　　　　　　　　　（254（当初158億

＋補正96）億円）

約５．１万人
（約５．０（当初2.8＋補正2.2）万

人）

　　　約２２．０万人
（約２１．８（当初19.6＋補正

2.2）万人）

公共職業訓練（離職者訓練）
＋

求職者支援訓練
－

※１　在職者訓練は、生産性向上訓練及びIT理解・活用力習得訓練を含む。
※２　公共職業訓練のうち、離職者訓練（施設内訓練）、在職者訓練及び学卒者訓練の予算は切り分けができないため、
　　予算額については、離職者訓練（施設内訓練）に含んで記載。
※３　障害者訓練のうち、在職者訓練の施設内訓練及び委託訓練の予算は切り分けができないため、
　　予算額については、離職者訓練に含んで記載。

求職者支援訓練

－
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ハロー
ワーク

※介護職員初任者研修（130時間）や介護福祉士
実務者研修（450時間）等の実施を想定。
訓練期間は２～６か月程度となる見込み。

雇用と福祉の連携による離職者への介護・障害福祉分野への就職支援パッケージ

新型コロナウイルスの影響による離職者の再就職や、介護・障害福祉分野における人材確保を支援するため、
・ ハローワーク、訓練機関及び福祉人材センターの連携強化による就職支援
・ 介護・障害福祉分野向け訓練枠の拡充、訓練への職場見学・職場体験の組み込み、訓練委託費等の上乗せ
・ 都道府県社会福祉協議会による介護分野、障害福祉分野に就職した訓練修了者への貸付金制度の創設
等を実施する。

雇
用
保
険
受
給
者

雇
用
保
険
を
受
給
で
き

な
い
方
（
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
等
）

資格（※）

取得支援

訓練費用：無料
生活支援：雇用保険の基本手当

訓練費用：無料
生活支援：職業訓練受講給付金

（10万円／月）

公共職業訓練

就職支援
（出口）

都道府県（社会福祉
協議会）による
貸付金２０万円

※訓練修了者への介護
分野・障害福祉分野
就職支援金の貸付

※介護分野等に就職し、
２年間、継続して従事
した場合、返済免除

求職者支援訓練

求
職
者

ハロー
ワーク

＋

福祉人材
センター

職場見学
職場体験

求職者・
施設双方
にメリット

訓練機関と福祉人材センター
（社会福祉協議会）やハローワーク

との連携により開拓

・キャリアコン
サルティング

・受講あっせん

・介護分野の
魅力発信等

【取組例】介護の仕事セミナー

訓練委託費等を
１人当たり
月１万円増額
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